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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
身体の一部の動作を支援する動作支援機器であって、
　身体の健常な部位に装着されると共に該健常な部位の関節運動により回転或いは直線動
作される回生機器を有し、該回生機器により電気エネルギを発生するエネルギ回生機構と
、
　該エネルギ回生機構の回生機器で生じる電気エネルギによって駆動されるアクチュエー
タを有し、且つ身体の障害を有する部位に装着されると共に前記アクチュエータの駆動に
より当該障害を有する部位の関節運動を支援する運動支援機構を具備してなり、
　前記エネルギ回生機構の回生機器が、第１モータによって電気エネルギを発生させるも
のであり、かつ、前記運動支援機構のアクチュエータが、第２モータによって駆動される
ものであり、
　前記第１モータの入出力端子と前記第２モータの入出力端子とを、一方の出力端子から
の出力が他方の入力端子に入力されるように接続した閉回路を形成することによって、前
記エネルギ回生機構の回生機器により生じるトルクに、前記運動支援機構のアクチュエー
タのトルクを比例させて、前記障害を有する部位の関節運動を支援することを特徴とする
動作支援機器。　
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、動作支援機器に関し、より詳しくは、回生エネルギを利用して身体の障害部
分の運動を支援すると共に個々の患者が着用可能な動作支援機器に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　昨今における高齢化社会の進行と共に、下肢或いは上肢に障害を有する患者が増加しつ
つある。これら障害を有する患者にとって、障害を克服できるか否かは、効果的なリハビ
リテーションを充分に行えるか否かに大きく依存すると言っても過言ではない。
　このことから、上記リハビリテーションを支援するインテリジェントな技術開発が重要
性を増している。
【０００３】
　このようなインテリジェントなリハビリテーション支援技術として、例えば、下記特許
文献１には、上肢の肘部と手首部に装着する装具に、それらを吊下するための複数の糸条
をそれぞれ連結し、各装具に連結した複数の糸条の各他端を、上方に位置する支持部材上
の互いに離間した位置にある転向子を介して、それらの各糸条の導出長さを制御して巻取
る巻取り駆動装置に保持させた構成を有する上肢動作補助機構が開示されている。
【０００４】
　しかしながら、これに代表されるような上肢動作補助機構は、外部からの動力を使用し
ているため、患者にとって機械が暴走する等の不安感を拭いきることができるとは言えず
、もしものために理学療法士等の指導者が常時立ち会う必要がある。
　また、患者が個人的に使用する際には、通常、リハビリテーション室等の部屋に設置し
、理学療法士の立ち会いのもと、患者が交代で使用しなくてはならない。
【０００５】
　以上のようなことから、患者の各々について、長時間のリハビリテーションを行うこと
は難しく、結果として、患者の回復に時間を要することとなり、最悪の場合、患者がリハ
ビリテーションを途中で中断し、寝たきりになってしまうことも否定はできない。
　尚、特許文献１に開示される技術は、車椅子やベッドサイドに対して上記機構を配設す
ることを可能としているが、近時における車椅子の不足等を考慮すると、必ずしも万人が
リハビリテーションを常時行えるとは言い難い。
【０００６】
　ところで、初期のリハビリテーションを終了して社会復帰する患者の生活支援として、
小型軽量のバッテリを駆動源として、個々の患者が身につけて使用できる、所謂ウエアラ
ブルな機器が提案されており、例えば、エネルギ消費の少ないセミアクティブな短下肢装
具等が開発されている。
　しかしながら、このような機器では、状況に応じてアクティブに力を加えようとしても
小型軽量なバッテリでは、エネルギの点において無理があった。
【０００７】
　尚、上記では上肢・下肢に係る支援技術を例としたが、その他障害を有する部位におけ
る支援技術の提案も当然為されていることは言うまでもない。
【０００８】
【特許文献１】特公平０７－１１４７８９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明は上記実情を鑑みてなされたものであって、外部動力を必要とせず、また、場所
及び時間の制約を受けることなく、更に、安全確保のための指導者をつけることなく個々
の患者が着用できる動作支援機器を提供せんとするものである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　請求項１記載の動作支援機器は、身体の一部の動作を支援する動作支援機器であって、
　身体の健常な部位に装着されると共に該健常な部位の関節運動により回転或いは直線動
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作される回生機器を有し、該回生機器により電気エネルギを発生するエネルギ回生機構と
、　該エネルギ回生機構の回生機器で生じる電気エネルギによって駆動されるアクチュエ
ータを有し、且つ身体の障害を有する部位に装着されると共に前記アクチュエータの駆動
により当該障害を有する部位の関節運動を支援する運動支援機構を具備してなり、前記エ
ネルギ回生機構の回生機器が、第１モータによって電気エネルギを発生させるものであり
、かつ、前記運動支援機構のアクチュエータが、第２モータによって駆動されるものであ
り、前記第１モータの入出力端子と前記第２モータの入出力端子とを、一方の出力端子か
らの出力が他方の入力端子に入力されるように接続した閉回路を形成することによって、
前記エネルギ回生機構の回生機器により生じるトルクに、前記運動支援機構のアクチュエ
ータのトルクを比例させて、前記障害を有する部位の関節運動を支援することを特徴とす
る。
【発明の効果】
【００１３】
　請求項１に係る発明によれば、身体の一部の動作を支援する動作支援機器であって、身
体の健常な部位に装着されると共に該健常な部位の関節運動により回転或いは直線動作さ
れる回生機器を有し、該回生機器により電気エネルギを発生するエネルギ回生機構と、該
エネルギ回生機構の回生機器で生じる電気エネルギによって駆動されるアクチュエータを
有し、且つ身体の障害を有する部位に装着されると共に前記アクチュエータの駆動により
当該障害を有する部位の関節運動を支援する運動支援機構を具備してなり、前記エネルギ
回生機構の回生機器により生じるトルクに、前記運動支援機構のアクチュエータのトルク
を比例させて、前記障害を有する部位の関節運動を支援することにより、外部動力を必要
とせず、障害を有する部位の支援が可能となる。
　また、患者の判断にて健常な部位の関節運動を加減することにより、障害部位の支援加
減を適切に行うことができる。
　特に、前記第１モータの入出力端子と前記第２モータの入出力端子とを、一方の出力端
子からの出力が他方の入力端子に入力されるように接続した閉回路を形成することによっ
て、障害を有する部位に加わる力の大きさを健常な部位で直接感じることができるため、
支援の加減をするのに非常に有効である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
　以下、本発明に係る動作支援機器の好適な実施形態について、図面を参照しつつ説明す
る。
　図１は、本発明に係る動作支援機器の使用形態の一例を示す図である。
【００１７】
　本発明に係る動作支援機器は、身体の一部の動作を支援するものであって、身体の健常
な部位に装着されると共に該健常な部位の関節運動により回転或いは直線動作を行うエネ
ルギ回生機構（１）と、エネルギ回生機構（１）の回転或いは直線動作で生じる電気エネ
ルギによって駆動し、且つ身体の障害を有する部位に装着されると共に前記駆動により当
該身体の障害を有する部位の関節運動を支援する運動支援機構（２）とを備えている。
【００１８】
　エネルギ回生機構（１）は、所謂発電機として使用するための機構であり、機械的エネ
ルギを電気エネルギに変換できるもの（以下、回生機器と称する）、例えば、モータ（発
電機）、圧電素子、その他の圧電材料等を備えることにより構成されている。
　このエネルギ回生機構（１）における発電構成としては、身体の健常な部位における関
節運動をそのまま回転運動として発電を行う手段（図１（ａ）参照）、或いは関節の動き
を直線運動に変換して発電を行う手段（図１（ｂ）参照）を挙げることができる。
【００１９】
　回転運動による発電、即ち、エネルギ回生は、図１（ａ）に示されるように、身体の一
部分（例えば、大腿部）と連動する第一リンク部（１１）と、該身体の第一部分に対して
、関節を介して回動運動を行う身体の第二部分（例えば、下腿部）と連動する第二リンク
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部（１２）と、第一リンク部（１１）と第二リンク部（１２）との間に、且つリンク部（
１１，１２）に回転可能に接続される回生機器（Ａ）とから構成することで達成される。
【００２０】
　即ち、上記の構成により、身体の第一部分と身体の第二部分が関節動作を行うことで、
回生機器が回転運動を行い、この回転に伴って電気エネルギが生じる、つまり、発電する
。
　この発電された電気エネルギは、回生エネルギとして運動支援機構へと供給される。
【００２１】
　直線運動によるエネルギ回生機構は、図１（ｂ）に示される如く、身体の一部分（例え
ば、大腿部）と連動する第一リンク部（１１）と、該身体の第一部分に対して、関節を介
して回動運動を行う身体の第二部分（例えば、下腿部）と連動する第二リンク部（１２）
と、第一リンク部（１１）と第二リンク部（１２）とを回転可能に接続する回転ピン（１
３）と、一端が第一リンク部（１１）に、且つ多端が第二リンク部（１２）に回動可能に
取付けられると共に伸縮運動を可能とする回生機器（Ｂ）とから構成する。
【００２２】
　これにより、身体の第一部分と身体の第二部分が関節動作（例えば、大腿部と下腿部の
場合は膝の動作）を行うことで、回生機構が伸縮運動を行い、発電を行う。
【００２３】
　尚、エネルギ回生機構（１）において、回転運動による発電を行う際には増速機器を、
また、直線運動による発電を行う際には拡大機構（例えば、てこ等）を組み合わせること
が好ましい。
　これにより、効率の良いエネルギ回生を行うことが可能となる。
　また、エネルギ回生機構（１）として圧電素子を用いる場合、該圧電素子は変位の許容
量が小さいので、身体の関節動作による運動量を縮小する機構（例えば、減速機やてこ等
）を組み合わせる、或いは、曲げ変形を利用した圧電素子を用いることが好ましい。
【００２４】
　次に、運動支援機構（２）について説明する。
　運動支援機構（２）は、身体の障害を有する部位の関節運動を支援するための機構で、
エネルギ回生機構（１）と電気的に接続されている。
　この運動支援機構（２）は、上記したエネルギ回生機構（１）より生じる電気エネルギ
（回生エネルギ）によって駆動する所謂アクチュエータを備えることにより構成される。
　アクチュエータとしては、エネルギ回生機構（１）と同様、モータ、圧電素子、その他
の圧電材料等を挙げることができ、加えて電気エネルギによる発熱を利用する形状記憶合
金等も好適に使用することができる。
【００２５】
　運動支援機構（２）による運動支援の構成としては、回転運動による構成（図１（ｃ）
参照）及び直線運動による構成（図１（ｄ）参照）を挙げることができる。
【００２６】
　回転運動による運動支援の構成は、図１（ｃ）に示される如く、身体の一部分（例えば
、大腿部）に一体装着される第一支援リンク部（２１）と、該身体の第一部分に対して、
関節を介して回動運動を行う身体の第二部分（例えば、下腿部）に一体装着される第二支
援リンク部（２２）と、第一支援リンク部（２１）と第二支援リンク部（２２）との間に
、且つ支援リンク部（２１，２２）を回転可能に支持するアクチュエータ（Ｃ）とからな
る。
【００２７】
　ここで、アクチュエータ（Ｃ）が、上述の如く、回生エネルギによって駆動し、第一支
援リンク部（２１）及び第二支援リンク部（２２）を任意の方向へと回動させることによ
り、身体の障害を有する部位の関節運動を支援する。即ち、大腿部と下腿部との関節運動
（膝の動作）を例に挙げると、患者が立ち上がろうとするときには、大腿部を持ち上げる
ように力を付勢し、逆に患者が座ろうとするときには、患者の体重を支えるように制動力
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【００２８】
　また、直線運動による運動支援は、図１（ｄ）に示される如く、身体の一部分（例えば
、大腿部）に一体装着される第一支援リンク部（２１）と、該身体の第一部分に対して、
関節を介して回動運動を行う身体の第二部分（例えば、下腿部）に一体装着される第二支
援リンク部（２２）と、第一支援リンク部（２１）と第二支援リンク部（２２）とを回転
可能に接続する回転ピン（２３）と、一端が第一支援リンク部（２１）に、且つ多端が第
二支援リンク部（２２）に回動可能に取付けられ、支援リンク部（２１，２２）を支持す
ると共に伸縮運動を行うアクチュエータ（Ｄ）とから構成する。
【００２９】
　これにより、上記した回転運動による支援構成と同様に、回生エネルギによってアクチ
ュエータ（Ｄ）が直線運動を行い身体の障害を有する部位の関節運動を支援する。
　以上により、本発明に係る動作支援機器の基本となる部分が構成され、外部動力を必要
とせず、障害を有する部位の支援が可能となる。
【００３０】
　以下、本発明に係る動作支援機器の基本系についての説明を行う。
　図２は、本発明に係る動作支援機器の基本原理を示す回路図である。
　尚、以下においては、エネルギ回生機構（１）及び運動支援機構（２）にモータを用い
た場合を例に挙げて説明を行う。（エネルギ回生機構（１）対応するモータを、モータ１
、運動支援機構（２）対応するモータを、モータ２と称する）
【００３１】
　本発明に係る動作支援機器は、図２に示される如く、身体における健常な部位の関節運
動により、回路内のモータ１（出力側）が回転し、これにより発生する誘導電圧により前
記回路内に電流を流し、当該回路内に接続されるモータ２（入力側）にトルクを発生させ
て障害を有する部位に対して仕事（支援）を行うように構成されている。
【００３２】
　ここで、モータ１を回転速度ｄθ１／ｄｔで回転させたとすると、誘導電圧ｅ１は次式
（１）となる。

【００３３】
　また、モータ２の回転速度ｄθ２／ｄｔ、逆起電力をｅ２とすると、回路の微分方程式
は、次式（２）で表される。

　尚、Ｌはリアクタンス、Ｒは抵抗である。
　逆起電力ｅ２は、次式（３）で表される。

　更に、モータ１に加えるトルクＴ１は次式（４）で、モータ２に加わるトルクＴ２は次
式（５）で表記することができる。

　尚、Ａ１及びＡ２はアクチュエータ係数である。
【００３４】
　次に、上式（２）において表記した回路の微分方程式において、加振周波数が電気系の
応答よりも充分遅いと考えれば、Ｌ・ｄｉ／ｄｔの項は無視できるので、電気系の式は次
式（６）で表すことができる。



(6) JP 4635208 B2 2011.2.23

10

20

30

40

50

　これより、構造系の運動方程式は、次式（７）と決定される。

　尚、Ｊ２はモータ２の慣性モーメント、Ｃは減衰係数である。
【００３５】
　ここで、この構造系においての運動は人的による所謂ゆっくりとした現象であるので、
慣性項であるＪ２・ｄ２θ２／ｄｔ２を無視すると、上式（７）は次式（８）で表される
。

　これを変形し、上式（６）に代入して整理すると、次式（９）となる。

【００３６】
　従って、上式（９）を上式（８）に代入すると速度の関係式（１０）を得る事ができる
。

　また、上式（９）を上式（４）及び（５）に代入すると、次式（１１）及び（１２）と
なり、トルクの関係式が得られる。

【００３７】
　以上のことから、上式（１２）より、トルクは入力側と出力側とで比例関係にあるため
、出力側におけるトルクを入力側より患者が感じとることが可能となる。即ち、モータ２
（運動支援機構）により障害を有する部位の関節運動を支援する際、障害を有する部位で
生じる反力の大きさに対応する力をモータ１（エネルギ回生機構）を動かすときの反力と
して感じ取ることができ、あたかも障害を有する部位を直接動かしているような感覚を得
ることができる。
　従って、患者は自らの判断により健常な部位の関節運動を加減することにより、障害部
位の支援加減を適切に行うことが可能となる。
　また、上式（１０）に表される速度の関係式より、出力の抵抗Ｃが大きくなれば、入力
の速度に比して出力の速度は小さくなるので、無理に出力側を動かすことにはならず、患
者は実感を持ってリハビリを行うことが可能となる。
【００３８】
　また、抵抗Ｒを可変とすると、出力側の微調整が可能となるので、例えば、位置や速度
のフィードバック等を行うことで、フィードバック信号にて抵抗を変化させて、出力側の
制御力を変化させることも可能となる。（図３参照）
　尚、等価なアクチュエータ係数Ａ１及びＡ２は、上記回路内に減速機器や増速機器等を
介することにより、独立して決定することができ、特性を変化させることが可能である。
【００３９】
　また、上記した回路内にバッテリ（図示せず）を配することにより、バッテリの充電電
流（バッテリ内に供給される電流）を一旦バッテリに取り込み、障害を有する部位の働き
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等をフィードバックし、その状況にあった制御力をバッテリのエネルギを用いて加えるこ
とが可能となる。
　この際、入力側とバッテリの入力経路に図示しない昇圧チョッパを組み込むことにより
、入力側の起電力がバッテリの電圧よりも低い場合であっても充電を行うことが可能とな
る。
　更に、この他、抵抗が小さい回路や、バッテリを配した回路とＰＷＭ等を組み合わせる
構成等を採用することも可能である。
【００４０】
　最後に、本発明に係る動作支援機器を使用する部位について例示する。
　本発明に係る動作支援機器は回生エネルギが充分であれば、特に使用に制限はないが、
エネルギ回生機構（入力側）を装着する箇所に対して、運動支援機構（出力側）を装着す
る箇所を一対一で構成することが好ましい。
　例えば、右肘（エネルギ回生機構側）から左肘（運動支援機構側）や、肩、肘及び手首
の三箇所（エネルギ回生機構側）から股、膝及び足首の三箇所（運動支援機構側）という
ように構成することができる。
【００４１】
　また、上記したバッテリを備えることにより、電気エネルギを充分に賄うことが可能と
なるので、一つのエネルギ回生機構に対して、複数の運動支援機構を構成することもでき
、例えば、エネルギ回生機構を肘に設け、指（例えば、人差し指）の三つの関節を三つの
運動支援機構にて同時に動かす（支援する）ことも可能である。
　この際、上記した三つの関節に対して、適切な量の回生エネルギを分配するために可変
抵抗や高周波切替えを行うことが好ましい。
【産業上の利用可能性】
【００４２】
　本発明は、身体における障害を有する部位の動作を支援する機器として好適に利用可能
である。
【図面の簡単な説明】
【００４３】
【図１】本発明に係る動作支援機器の使用形態の一例を示す図である。
【図２】本発明に係る動作支援機器の基本原理を示す回路図である。
【図３】本発明に係る動作支援機器の回路の応用例を示す図である。
【符号の説明】
【００４４】
１　　エネルギ回生機構
２　　運動支援機構
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